
  

(注) ※印は証券取引法の規定による縦覧に供する場所ではありませんが、投資者の

縦覧の便宜のため縦覧に供する場所としております。 
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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」の欄については、第60期中は潜在株式がないため、「―」で表示してお

ります。 

３ 「１株当たり中間(年間)配当額」の欄については、第60期中、第60期及び第61期中は中間(期末)配当を実施しなかったた

め、それぞれ「―」で表示しております。 

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  10月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

(1) 連結経営指標等     

売上高 (百万円) 14,418 18,995 19,700 35,326 38,151

経常利益 (百万円) 16 433 1,187 184 1,395

中間(当期)純利益 (百万円) 171 430 761 406 825

純資産額 (百万円) 7,796 15,507 20,688 14,181 17,298

総資産額 (百万円) 37,898 37,291 38,922 41,209 37,519

１株当たり純資産額 (円) 287.46 410.04 481.22 381.59 433.66

１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 6.33 11.55 18.15 14.52 20.98

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― 11.31 17.70 14.11 19.81

自己資本比率 (％) 20.6 41.6 53.2 34.4 46.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 811 1,213 1,065 2,465 2,889

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 402 583 △676 2,251 379

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,307 △3,936 △505 △2,011 △4,517

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 1,606 3,252 4,199 5,418 4,223

従業員数 (名) 1,305 1,536 1,528 1,617 1,522

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (百万円) 6,181 7,066 6,508 12,679 14,189

経常利益 (百万円) 195 407 880 355 1,162

中間(当期)純利益 (百万円) 216 566 660 237 1,008

資本金 (百万円) 9,273 12,340 14,495 11,990 13,192

発行済株式総数 (千株) 27,905 37,868 43,075 37,184 39,881

純資産額 (百万円) 8,481 15,670 20,964 14,375 17,839

総資産額 (百万円) 28,405 27,732 27,706 30,403 28,272

１株当たり純資産額 (円) 312.74 414.35 487.64 386.83 447.27

１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 7.99 15.21 15.73 8.48 25.81

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― 14.90 15.35 8.24 24.37

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― 2.50 ― 5.00

自己資本比率 (％) 29.9 56.5 75.7 47.3 63.1
従業員数 (名) 370 358 342 368 354



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

平成17年８月11日に中国市場における粉体技術関連装置及びシステムを中心とした製品拡販を目的に当社100％出資

による現地法人細川密克朗(上海)粉体机械有限公司を設立いたしましたが、当中間連結会計期間から重要性が増した

ため連結子会社といたしました。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注)  従業員数は就業人員であります。 

  

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループにおいて、労使間に特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所 
資本金又は 
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合(％) 

関係内容 

役員の兼任等

営業上の取引 
当社
役員 

当社
従業員

(連結子会社)           
細川密克朗(上海) 
粉体机械有限公司 中国上海市 30 粉体関連 100 2 0 粉体機器の販売 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

粉体関連事業 1,130 

プラスチック薄膜関連事業 156 

環境関連事業 62 

製菓関連事業 133 

全社(共通) 47 

合計 1,528 

従業員数(名) 342 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、昨年10～12月期の成長率は前期比年率4.3％と７～９月期の前期比年

率0.8％を大幅に上回ったのに続き、１～３月期も年率換算で1.9％の成長となり、個人消費と設備投資の内需が主

導した巡航速度の成長を維持しました。米国についても、概ね順調なペースで景気拡大を続けており、今後も3.5％

程度とみられる潜在成長率前後での成長が見込まれます。一方、欧州につきましては、緩やかながらも景気は回復

基調にあるものの、ユーロ高、失業率の高止まり、個人消費の横ばい等の懸念材料が依然として解消されず、力強

い景気の回復にはいたりませんでした。またアジアにおきましては原油価格の高騰に伴う経済へのマイナスの影響

は最小限に食い止められ、中国では設備投資や輸出を中心に依然として高い成長率を維持しております。 

このような環境の中、当企業グループでは、積極的に営業展開を推し進めるとともに、原価の低減やコストの削

減に取り組みました。 

当中間連結会計期間の業績は、受注高は、244億９千３百万円(前年同期比26.8％の増加)、受注残高は166億３千

５百万円(前年同期比49.6％の増加)、売上高は197億円(前年同期比3.7％の増加)となりました。利益面におきまし

てはグループ一丸となった原価、販売費及び一般管理費の削減活動により収益性は一層改善し、営業利益10億４千

万円(前年同期比53.1％の増加)を計上することができました。また、経常利益も11億８千７百万円(前年同期比2.7

倍)の利益を計上いたしました。中間純利益につきましても７億６千１百万円(前年同期比1.8倍)となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

① 粉体関連事業 

同事業は、粉砕・分級装置、混合・乾燥装置を中心に当企業グループの主力製品が多くを占める分野でありま

す。世界的な原油価格高騰の中、米国経済は依然として好調に推移している一方で、ユーロ経済は依然低迷して

いるものの欧州ユニットの輸出拡大等でIT関連(電子材料、トナー、磁石)、ミネラル、樹脂、カーボン及び食品

市場を中心に全般的に好調に推移いたしました。この結果、当中間連結会計期間の受注高は166億９千８百万円

(前年同期比17.6％の増加)、受注残高は115億４千万円(前年同期比41.0％の増加)となり、外部売上高も131億４

千１百万円(前年同期比3.4％の増加)となりました。また、営業利益も８億５千１百万円(前年同期比19.2％の増

加)となりました。 

  



② プラスチック薄膜関連事業 

同事業は、欧州と米国市場を中心に食品包装、日本市場に多機能性フォトレジスト、マスキング多層フィルム

等の用途をもつプラスチック薄膜の生産システムを開発、製造、販売しており、欧米市場を主力としています。

原油価格高騰による世界的な原料樹脂の価格上昇も昨年秋に一段落し高値安定状態であります。利益幅の大きな

高機能フィルム多機能多層フィルム分野において主力市場である欧州、北米での設備投資が回復し受注高も大幅

な伸びを示しており、日本国内も同様に推移しております。この結果、当中間連結会計期間の受注高は49億５千

６百万円(前年同期比153.1％の増加)となりました。また受注残高も35億５千６百万円(前年同期比133.8％の増

加)となりましたが、外部売上高は32億２千５百万円(前年同期比1.4％の減少)にとどまりました。営業利益は１

億６千９百万円(前年同期比7.0％の増加)となりました。 

  

③ 環境関連事業 

同事業は、日本市場において大気汚染防止装置及び精密空調制御装置の製造、販売をしております。焼却炉用

大気汚染防止装置は昨年同様に低調でしたが、化学・食品・電子部品関係の生産工場用設備が特に好調で受注は

大きく進展いたしました。一方、精密空調装置については液晶関連が昨年並みに推移したのに対し、DVD関連、病

院関連がいずれも低調でした。この結果、受注高は17億６千４百万円(前年同期比5.3％の増加)となり、受注残高

も８億６千６百万円(前年同期比53.0％の増加)となりましたが、下半期納期の案件が多かったため、外部売上高

は14億７千８百万円(前年同期比7.8％の減少)にとどまりました。営業利益は、付加価値の高い小型製品の開発や

中型機のコストダウン設計に注力してきました結果、２億３千７百万円(前年同期比14.4％の増加)となりまし

た。 

  

④ 製菓関連事業 

同事業は、欧米を中心にハードキャンディ、チョコレートバー、ベーカリー等の製菓装置の製造販売、エンジ

ニアリングを手掛け、原料から最終製品まで完結する総合システムを提供しています。主要市場の米国、欧州に

おける拡販の他、豪州、中近東、アジア等において、新市場の開拓を図ってまいりました。この結果、当中間連

結会計期間の受注高は10億７千４百万円(前年同期比28.1％の減少)となりました。受注残高も６億７千２百万円

(前年同期比20.3％の減少)となりました。外部売上高は18億５千４百万円(前年同期比31.3％の増加)となり、営

業利益は１億５千７百万円(前年同期比138.3％の増加)となりました。 

  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

① 日本 

当中間連結会計期間は、景気の自律的な成長に伴う民間企業設備投資の堅調な伸びにより、期初から引続き好

調な受注を継続しておりますが、下半期納期の案件が多かったため外部売上高は68億２千８百万円(前年同期比

10.0％の減少）にとどまり、営業利益は９億３千８百万円(前年同期比9.0％の減少)となりました。 

  



② アメリカ 

原油価格は引続き高騰してはいるものの、米国経済は依然として好調に推移しています。2006年度第１四半期

の設備投資は、前年同期比で14.3％の伸びを示しており、2004年以来の２桁増となっています。そのような環境

の中、積極的な営業展開が功を奏し、昨年と比較して受注が好調に推移しております。この結果、外部売上高は

28億７千万円(前年同期比5.5％の増加)となりました。しかし、欧州から輸入しているグループ製品について、対

ドルユーロ高のあおりを受けたため、収益性が伸び悩み、営業損失は５千６百万円(前年同期３百万円の営業損

失)となりました。 

  

③ 欧州 

低迷を続ける欧州経済も旺盛な海外需要を背景として、輸出商談が好調であり、それに伴う受注、生産活動が

拡大傾向を示し、設備稼働率も上昇傾向にあります。穏やかではありますが、失業率の低下に伴い、個人消費も

回復しつつあります。このような状況下、米国のみならず、東欧やロシア、インド、中国等のブリックス諸国を

中心とした新市場への販売を強化してまいりました。この結果、当中間連結会計期間の外部売上高は99億１千７

百万円(前年同期比15.4％の増加)となりました。また、営業利益は５億３千９百万円(前年同期比267.6％の増加)

となりました。 

  

④ アジア・その他 

当社のアジア拠点は韓国、中国、マレーシアに所在し、販売手数料と現地調達品の販売による収入で運営して

います。アジアマーケットの主力である中国市場の景気は依然堅調に推移しており、日米欧企業による現地調達

品が増加傾向にあります。中国事務所の現地法人化により当初の目的のとおり、これら現地調達品の受注獲得が

具現化しつつあり、下半期の売上に貢献する予定です。上半期、アジア現地法人による販売手数料収入と現地調

達品の販売による結果として、外部売上高８千２百万円(前年同期比10.5％の減少)、営業損失６百万円(前年同期

６百万円の営業利益)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に比べ２千４百

万円減少し、41億９千９百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれら

の要因は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、10億６千５百万円の資金の増加(前中間連結会計期間は12億１千３百万

円の資金の増加)となりました。主として税金等調整前中間純利益、前受金の増加等によるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、６億７千６百万円の資金の減少(前中間連結会計期間は５億８千３百万

円の資金の増加)となりました。主として有価証券及び投資有価証券の取得並びに有形固定資産の取得による支出

等によるものであります。 

  



(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、５億５百万円の資金の減少(前中間連結会計期間は39億３千６百万円の

資金の減少)となりました。主として長期借入金の返済による支出、配当金の支払等によるものであります。 

今後につきましては、当社グループはキャッシュ・フローの増大に向けて、収益性の向上、効率経営の推進、

投資活動の効率化等に取り組み、財務体質の一層の強化を図ってまいります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

粉体関連事業 8,241 △1.0 

プラスチック薄膜関連事業 2,171 △3.8 

環境関連事業 839 △19.5 

製菓関連事業 1,206 ＋26.7 

合計 12,459 △0.9 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高
(百万円) 

前年同期比
(％) 

受注残高
 (百万円) 

前年同期比 
(％) 

粉体関連事業 16,698 ＋17.6 11,540 ＋41.0

プラスチック薄膜関連事業 4,956 ＋153.1 3,556 ＋133.8

環境関連事業 1,764 ＋5.3 866 ＋53.0

製菓関連事業 1,074 △28.1 672 △20.3

合計 24,493 ＋26.8 16,635 ＋49.6

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

粉体関連事業 13,141 ＋3.4 

プラスチック薄膜関連事業 3,225 △1.4 

環境関連事業 1,478 △7.8 

製菓関連事業 1,854 ＋31.3 

合計 19,700 ＋3.7 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、当社グループの経営上の重要な契約等について重要な変更はありません。また、当

中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  



５ 【研究開発活動】 

創立90周年を平成18年４月に迎えました当社は、長年にわたり一貫して、主に微粒子や粉体の処理装置及びシステ

ムならびにその関連技術を中心に事業を展開してきておりますが、数年前から、より微細な領域を対象としたナノパ

ーティクル・テクノロジーの展開に力を入れ、これまでの粉体技術も活用しながら、新しい材料ならびにこれらを使

った製品を対象として研究開発ならびに新規市場への参入を進めております。 

当社の研究開発は、国内では、ホソカワミクロン㈱から分離した㈱ホソカワ粉体技術研究所において、従来からの

粉体工学研究所と新設のナノパーティクル・テクノロジーセンターが中心となって進められています。前者では主に

粉体プロセス機器やシステムならびにその応用に関する研究開発を、後者では新材料の創製や高機能化に向けたナノ

粒子ならびにナノコンポジット粒子の作製、新規製造プロセスの開発などを担当し、独自の研究開発、受託研究、共

同研究ならびにこれらの研究を基にした材料や製品の作製等を積極的に進めております。また、研究成果の事業化推

進を目的として、平成18年３月には、奈良工場の敷地に機能性材料を製造するための新工場を完成させました。 

さらに、日欧米のグループ会社におけるそれぞれの専門性を生かしながら、世界的な協力体制の構築とグループ内

の研究開発の重複を回避するため、国際Ｒ＆Ｄ会議を毎年開催し、開発された新技術、新製品の国際展開を図ってお

ります。 

  

このようにして、当中間連結会計期間において研究開発した新製品の主なものは以下の通りです。なお、当中間連

結会計期間中におけるグループ全体の研究開発費の総額は４億３千１百万円であり、この中には受託研究費用９千７

百万円が含まれております。 

  

１ 粉体関連事業 

当事業に係わる研究開発費は３億４千万円であります。 

当社グループの基幹事業である粉体関連事業においては、各種単位操作に応じた機器・装置の開発から、最終製

品の材料に焦点を当てた粉体プロセッシングの観点に立ったシステムの研究開発、さらに新しい粉体材料自体の開

発へと重点がシフトしつつあります。 
  
○ ナノテクノロジー関係 

瞬間気相反応法FCM(Flash Creation Method)によるナノ粒子の量産化製造設備を用いて、多種類のナノ粒子、

ナノ複合粒子、ナノ固溶体粒子のサンプルを作製し、販売を展開しています。これらのナノ粒子は大きな比表面

積を持ち、様々な優れた特長を有しており、今後種々の材料の高機能化にとって重要な役割を果たす大きな可能

性を持っております。本研究に対しまして、NEDO(新エネルギー・産業技術総合開発機構)より産業技術実用化開

発費助成事業に提案しました「結晶性及び高次分散構造制御による強誘電体及び蛍光体粒子の開発」の研究プロ

ジェクトが採択され、平成17年１月より開始し、平成18年も継続が決定しました。本プロジェクトでは、大学な

らびに電子機器メーカ等の協力を得ながら研究開発を続けています。メモリ媒体や圧電体、新型ディスプレイ用

材料として有望な結果が得られておりその成果の展開が期待されています。 

なお、文部科学省の産学連携イノベーション創出事業として参画していました「ナノ粒子分散めっきプロセス

を用いたテラバイト級超高密度光体積記録媒体の開発」は平成18年３月に終了しましたが、このプロジェクトで

は、ナノ粒子の作製ならびにその複合化技術を用いて記録媒体材料を開発するための基盤技術の確立に成果を収

めました。 



一方、ナノ粒子等の超微粒子に機械的な力を加えて、固体材料のボンディングや融合、メカノケミカル反応等

により高機能化材料を創製するMCB(メカノケミカルボンディング)技術を具現化するために開発した粉体複合化処

理装置「ナノキュラ」を使った材料開発実験を進めています。本装置を用いて、従来の機械的な力以外に、プラ

ズマを照射することにより、固体粒子表面の活性度、清浄化度を向上させて、より効果的な固体結合を実現し、

低温での固体反応や光触媒機能の改善などが確認されています。さらに、２年前に開発しました多機能粒子複合

化処理装置「ノビルタ」によって、従来取扱いが困難であった摩耗性、付着性のあるような材料の複合化処理も

可能となりました。現在これを用いて数多くの客先テストに対応しながら、幅広い市場展開が図られておりその

売上を伸ばしております。 

  

○ 燃料電池関係 

近年クリーンで効率の良い電力エネルギー源として燃料電池が注目を集めていますが、当社ではその中でも特

に効率のよい固体酸化物形燃料電池SOFCの研究開発に力を入れています。SOFCの電極、電解質には粉体材料が使

われていますが、これらの粉体粒子を微細化、分散、あるいは複合化させてナノ構造制御を実現することによ

り、電池特性を大幅に改善する基本的な技術を確立しました。特に今期は燃料極にニッケルーセリア系材料を用

いることにより、作動温度が600℃という従来よりもはるかに低い高性能セルの開発に成功しました。これらの技

術を基に現在スケールアップを図りながら、電池性能のさらなる向上を目指すと共に、電極原料粉体からセル、

スタックそして燃料電池ユニットまで作り上げる技術開発を集中的に進めています。 

この燃料電池開発に関しましては、平成17年３月に科学技術振興機構より受託した委託開発事業「粒子界面構

造制御による燃料電池低温作動セル」に加えて、同年７月よりスタートしたNEDO革新的部材産業創出プログラム

「セラミックリアクター開発」にも参画し、種々の公的研究開発支援も活用しながら実用化開発を集中的に推進

しています。燃料電池関連の研究開発部門は、この度、奈良工場に量産製造ラインを新設し、平成18年６月から

本格的な製造体制を構築します。 

  

○ ＩＴ産業関連 

電子複写機用トナーは高機能粉体として、カラー化を含む高画質化、処理の高速化、低価格化等に向けて研究

開発が活発に進められていますが、この度、粉砕法とも重合法とも異なる従来に無かった画期的な手法を取り入

れたトナーの新規製造プロセスを開発しました。これは、微細繊維紡糸技術と微粉砕技術を組み合わせて粒度分

布の整った微粒子を製造するもので、その形状や表面特性に特徴があります。本方法は微粉除去処理が不要なた

めに、製品収率が97％程度と従来法に比べて格段に高く、環境への負荷が特に少ないシステムとなっています。

現在多数のユーザの材料を使って実用化のためのテストを進めています。このプロセスは、制御された粒径や形

状だけでなく特異な複合構造を持った微粒子の作製にも適用性がありトナーだけでなく、粉体塗料を始め、電子

ペーパー、プラズマ・液晶ディスプレイ用スペーサ等様々な応用の可能性が広がっています。 

  



○ 高付加価値粉体塗料関係 

地球環境に配慮したVOC規制の問題等により、日本でも需要が伸びてくることが期待されている粉体塗料につい

て、当社オリジナルの流動層式造粒装置アグロマスタを用いて金属粒子との複合化により高付加価値化を図るメ

タルボンディングの技術をユーザとタイアップしながら展開しております。このメタルボンディングによる粉体

塗料の高機能化のニーズは、世界的に近年急激に増大しており、今後の展開が期待されています。また、粉体塗

料を粒子の複合化によって乾式で直接に作製する新しい技術を開発しています。これらのテーマに関連して、平

成15年10月より文部科学省から委託されていました独創的革新技術開発研究「地球環境保全のための革新的粉体

塗料製造技術の開発」は平成17年12月に終了しましたが、これらの成果を基にさらに粉体塗料の革新的製造技術

に関する研究開発を展開しています。 

  

○ 医薬・化粧品関係 

平成14年１月に開始したNEDO基盤技術研究促進事業プロジェクト「生体適合性の高分子ナノコンポジット粒子

を応用したDDS開発」を平成17年３月に終了し、現在その後の継続研究を進めています。本プロジェクトは、吸入

製剤を中心にして、DDS(ドラッグ デリバリー システム)の観点より、粒子設計、粒子加工の技術開発を進める

もので、その過程で薬物の経皮吸収性向上を利用した高機能化粧品を開発することに成功しました。これを基に

平成16年10月より、生体適合性の高分子ナノ粒子にビタミンＣ誘導体等をコンポジット化した、吸収・持続性に

優れた高機能性化粧品「ナノクリスフェア」を、ホソカワブランドで商品化致しました。 

さらに、この技術を用いて、この度、養毛料「ナノインパクト」の製品化に成功しました。本品は動物実験

後、１年間の約50名のモニタリングテストを行い良好な結果を確認して商品化したものです。養毛に有用な多種

類の生薬を中心とした成分をナノ粒子に複合化した、いわば東洋医学とナノパーティクルテクノロジーを融合さ

せた画期的な商品です。平成18年５月から500名限定の会員制で発売を開始しました。これらの化粧品や養毛料の

製造のために当社の奈良工場の敷地内に新工場(延べ床面積1,337㎡)を建設し平成18年３月に完成しました。この

新しい五條工場では化粧品関係の他、種々の機能性材料を製造していく計画です。 

一方、この薬物のナノ粒子への封入技術を様々な経肺、経皮製剤等に応用するための受託研究も引き合いなら

びに受注が増え、これらの研究開発に対応しています。その一例としまして、アンジェスMG社の核酸医薬のナノ

粒子封入化に成功し、炎症性皮膚疾患の治療を目的としたDDS製剤の可能性を拓くものとして、今後、タンパク質

医薬、遺伝子・核酸医薬などの最先端医療技術への展開が期待されます。 

  



○ 食品関係 

昨年度長年振りのリニューアルにより商品化しました粉砕機スーパーミクロンミルＥ型は、そのオリジナル機

の基本的な粉砕機構や異物除去のためのユニークなノズル機構を引き継ぎながら、高性能化を目指した新設計に

よる粉砕機です。本装置は、従来型の衝撃式粉砕機では困難であった生薬や皮付き大豆等の繊維分を含む食品材

料の微粉砕に威力を発揮しています。また、本機を用いることにより、その他の繊維質原料や、樹脂、無機材料

等の微粉砕において、従来とは異なった有用な粉砕結果が得られています。 

最近、日本食糧新聞社制定の第８回日本食品優秀食品機械資材賞を受賞しましたドライマイスタは、１台で粉

砕、分級、乾燥が行える粉体処理装置で、プロセスをシンプル化するだけでなく、付着が少なく清掃が容易な構

造となっており、製品粒径や水分の調整が容易で、間接加熱に比べ比較的低い温度で瞬間的に乾燥することがで

きるために食品の粉砕、乾燥に適しています。さらに乾燥媒体として過熱水蒸気を用いることにより、従来法に

比べて少ない消費エネルギーで、食品製品の酸化を抑えながら高品質の製品を得ることが可能です。最近関心の

高まる健康食品としてのおからを始め、酒粕やふすま、小麦粉や桑の葉・香辛料等様々な材料への応用が広がっ

ています。 

  

○ ミネラル関係 

近年製品の高性能化のために固体材料のナノ粉砕に関心が持たれていますが、ドイツの子会社Hosokawa Alpine 

AKTIENGESELLSCHAFTで開発した小型の水平型湿式媒体攪拌ミルを用いて、数十nmレベルまでの微細化が行われて

います。一方、ニーズに応じて垂直型湿式媒体撹拌ミルについての開発を進め、容量５m3に近い450kＷの出力の

大型機も開発し、炭酸カルシウムのミクロン以下の超微粉域の連続で経済性に優れた高濃度スラリーの超微粉砕

が可能となっています。 

また原料メーカとタイアップし、分級機構付微粉砕機を用いて微粉砕した重炭酸ナトリウムにより排ガスのク

リーン化を図る新しいシステムを開発し、短期間に多くのシステムを受注しています。 

  

○ 試験、評価装置 

最近のリニューアルにより使いやすさをさらに向上したパウダテスタPT-S型の開発に続き、この度これを当社

のクリーンルーム技術と組み合わせて、発塵を完全にシャットアウトする新型装置を開発し商品化しました。こ

れにより医薬品や毒性のある粉体等取り扱いに特に注意が必要な材料の粉体物性測定が可能になりました。 

また、オランダの子会社Hosokawa Micron B.V.で開発しました光学式混合度連続モニタリング装置は、多数点

での混合度のリアルタイム測定が可能で、各種粉体プロセスでの混合特性の評価に実用的な装置となっていま

す。近年、粉体プロセスの制御に関して種々の特性因子のインライン計測の重要度がますます高まっており、継

続してその研究開発を進めております。 

  



２ プラスチック関連事業 

当事業に係わる研究開発費は７千２百万円であります。 

最近、当社はインフレーション樹脂フィルム成膜技術の応用を展開し、樹脂メーカーと協力して、ある特定の市

場に向けたフィルム製品を開発するための樹脂組成、フィルム構造と配向性の制御を図る１軸フィルム延伸装置を

開発しました。パッケージ用の高強度フィルムや、キャンディ包装用の透明度が高く、つやがあり、ねじり性を維

持するフィルム、ラベル用の裂きやすいフィルムなどで成功しています。多くの場合において、これらの新しいフ

ィルム材料は、既存品に比べ、総合的な特性に優れているだけでなく、分子配列が延伸方向に整列させられるた

め、多層ガスバリヤフイルムなどはバリヤー性能が大きく向上する等の効果もあり、将来は多層機との組み合わせ

も視野に入れています。 

  

３ 製菓機械関連、その他の事業 

当事業に係わる研究開発費は１千７百万円であります。 

CS(顧客満足度)の向上を最優先し、個別のユーザーの市場戦略ニーズに沿ったハードキャンディ・チョコレー

ト、健康食品製品の形状、デコレーション仕様要求を満たす顧客密着型開発に注力しております。 

特に、製菓市場で堅調な需要が見込めるハード・ソフトキャンディ製品の分野において高乳成分のノン・キャラ

メル製品製造プロセスの改良と新製品開発を重視しております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について重要な変

更はありません。 

  

(2) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等の計画のうち、㈱

ホソカワ粉体技術研究所(国内子会社)において、五條工場の機能性ナノコンポジットマテリアル製造設備の新設に

ついては、平成18年３月に完了し、平成18年４月から操業を開始しております。これにより機能性ナノコンポジッ

トマテリアル製造設備は年最大50億円の生産が可能となりました。 

  

(3) 平成18年１月に、本社社屋の建替が決定されました。その内容は下記のとおりであります。 

  

  

会社名・事業所名 所在地 
事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容

投資予定金額
(百万円) 資金調達

方法 

着手及び完工予定年月 

総額 既支払額 着手 完了 

当社・枚方事業所 大阪府 
枚方市 全社 本社社屋の

建替 2,000 ―
自己資金
及び借入 平成18年９月 平成19年９月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) 発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は第３回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使による増加

であります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 99,347,000

計 99,347,000

種類 
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 43,075,350 43,075,350

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 43,075,350 43,075,350 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年10月１日～ 
平成18年３月31日 
(注） 

3,193 43,075 1,303 14,495 1,296 5,206



(4) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 東豊産業株式会社は、平成17年12月26日付で株式会社ユノインターナショナルに商号を変更しております。 

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

３ 平成17年１月14日(報告義務発生日は、平成16年12月31日)にジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・マネジメ

ント・ジャパン株式会社から大量保有報告書が関東財務局に提出されておりますが、実質所有状況の確認ができないため

上記大株主の状況に含めておりません。なお、当該大量保有報告書の内容は、以下のとおりであります。 

  大量保有者   ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社 

  保有株券等の数  1,065千株 

  株券等保有割合  2.86％ 

４ 平成18年１月13日(報告義務発生日は、平成17年12月31日)にGoldman Sachs(Japan)Ltd.他３名の共同保有者から大量保有

報告書(変更報告書)が関東財務局に提出されておりますが、実質所有状況の確認ができないため上記大株主の状況に含め

ておりません。なお、当該変更報告書の内容は、以下のとおりであります。 

  大量保有者   Goldman Sachs(Japan)Ltd.、Goldman Sachs International、Goldman Sachs Asset Management,L.D.及

びGoldman Sachs＆CO. 

  保有株券等の数  1,231千株 

  株券等保有割合  2.99％ 

  (保有株券等の数及び株券等保有割合には、保有潜在株式の数を含んでおります。また、上記の一部共同保有者間におい

て、一部株券の消費貸借契約が締結されております。) 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

細 川 益 男 大阪府豊中市上野東 3,852 8.94

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１-２-10 3,225 7.48

株式会社栗本鐵工所 大阪府大阪市西区北堀江１-12-19 3,000 6.96

株式会社ユノインターナショナ
ル 

大阪府豊中市東豊中町４-６-36 2,952 6.85

細 川 悦 男 大阪府豊中市玉井町 1,008 2.34

細 川 泰 史 大阪府吹田市古江台 902 2.09

細 川 雅 代 大阪府吹田市古江台 655 1.52

日興シティ信託銀行株式会社 東京都品川区東品川２-３-14 500 1.16

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２－11－３ 465 1.08

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１-８-11 455 1.06

計 ― 17,016 39.50

日興シティ信託銀行株式会社 500千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 452千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 443千株 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成18年３月31日現在 

(注) １ 単元未満株式数には当社所有の自己株式755株が含まれております。 

２ 上記議決権のある株式数の「完全議決権株式(その他)」の中には証券保管振替機構名義の株式が14,000株(議決権14個)含

まれております。 

② 【自己株式等】 
平成18年３月31日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 
  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

① 役職の異動 
  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

83,000 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

42,469,000 
42,469 同上 

単元未満株式 
普通株式 

523,350 
― 同上 

発行済株式総数 43,075,350 ― ― 

総株主の議決権 ― 42,469 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ホソカワミクロン 
株式会社 

大阪府枚方市招提田近 
１丁目9番地 

83,000 ― 83,000 0.19

計 ― 83,000 ― 83,000 0.19

月別 平成17年 
10月 11月 12月

平成18年
１月 ２月 ３月 

最高(円) 943 997 1,100 1,269 1,388 1,233

最低(円) 841 847 904 921 964 1,000

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役副社長C.O.O. 
(最高執行責任者) 

取締役副社長C.O.O. 
(最高執行責任者) 

宮 田 清 巳 平成18年１月11日 

常務取締役 
国内事業担当 

取締役
国内事業担当 

安 岡 公 道 平成18年１月11日 

取締役兼C.T.O. 
(最高技術責任者) 

取締役 野 城   清 平成18年２月13日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きに

より、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年10月１日から平成17年３月31日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年10月１日から平成18年３月31日まで)の中間連結財務諸表並びに第61期中間会計

期間(平成16年10月１日から平成17年３月31日まで)及び第62期中間会計期間(平成17年10月１日から平成18年３月31日

まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人とあずさ監査法人による共同監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  
前中間連結会計期間末 

(平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年３月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   2,902 3,906 3,814 

２ 受取手形及び売掛金   10,332 10,886 10,395 

３ 有価証券   350 293 409 

４ たな卸資産   4,559 4,586 4,490 

５ 繰延税金資産   577 663 574 

６ その他   820 742 556 

貸倒引当金   △164 △135 △136 

流動資産合計   19,378 52.0 20,943 53.8 20,104 53.6

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物及び構築物 ※２   12,233 12,559 12,202 

(2) 機械装置及び運搬具   7,849 8,147 7,871 

(3) 土地 ※２   4,927 4,959 4,911 

(4) 建設仮勘定   25 64 32 

(5) その他   1,807 1,926 1,849 

減価償却累計額 ※４   △13,344 △14,375 △13,621 

有形固定資産合計   13,499 36.2 13,282 34.1 13,245 35.3

２ 無形固定資産     

(1) 営業権   2,885 2,954 2,833 

(2) その他   94 71 82 

無形固定資産合計   2,980 8.0 3,025 7.8 2,916 7.8

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券   977 1,248 832 

(2) 繰延税金資産   123 120 120 

(3) その他   359 302 348 

貸倒引当金   △66 △42 △85 

投資その他の資産合計   1,393 3.7 1,629 4.2 1,217 3.2

固定資産合計   17,873 47.9 17,937 46.1 17,378 46.3

Ⅲ 繰延資産     

１ 新株発行費   17 32 23 

２ 社債発行費   22 8 11 

繰延資産合計   39 0.1 41 0.1 35 0.1

資産合計   37,291 100.0 38,922 100.0 37,519 100.0



  

  
前中間連結会計期間末 

(平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年３月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金   4,944 4,934 4,824 

２ 短期借入金 ※２   1,429 649 708 

３ １年以内返済予定 
  長期借入金 

※２   ― 400 400 

４ 未払費用   2,101 2,354 2,203 

５ 未払法人税等   63 208 395 

６ 繰延税金負債   43 87 36 

７ 賞与引当金   307 386 428 

８ 役員賞与引当金   ― 20 ― 

９ 製品保証等引当金   662 786 765 

10 前受金   1,389 2,277 1,536 

11 その他   1,095 1,053 1,091 

流動負債合計   12,039 32.3 13,158 33.8 12,389 33.0

Ⅱ 固定負債     

１ 新株予約権付社債   4,300 ― 2,600 

２ 長期借入金 ※２   1,029 600 800 

３ 繰延税金負債   256 302 266 

４ 退職給付引当金   3,462 3,573 3,455 

５ 役員退職給与引当金   323 260 355 

６ その他   45 38 41 

固定負債合計   9,417 25.2 4,774 12.2 7,518 20.1

負債合計   21,456 57.5 17,932 46.0 19,908 53.1

      

(少数株主持分)     

少数株主持分   327 0.9 300 0.8 312 0.8

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金   12,340 33.1 14,495 37.3 13,192 35.2

Ⅱ 資本剰余金   3,061 8.2 5,206 13.4 3,909 10.4

Ⅲ 利益剰余金   2,312 6.2 3,239 8.3 2,707 7.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金   74 0.2 229 0.6 113 0.3

Ⅴ 為替換算調整勘定   △2,245 △6.0 △2,413 △6.2 △2,577 △6.9

Ⅵ 自己株式   △35 △0.1 △69 △0.2 △47 △0.1

資本合計   15,507 41.6 20,688 53.2 17,298 46.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  37,291 100.0 38,922 100.0 37,519 100.0

      



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     18,995 100.0  19,700 100.0   38,151 100.0

Ⅱ 売上原価     12,572 66.2  12,667 64.3   25,171 66.0

売上総利益     6,422 33.8  7,032 35.7   12,980 34.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   5,743 30.2  5,992 30.4   11,426 30.0

営業利益     679 3.6  1,040 5.3   1,554 4.0

Ⅳ 営業外収益                

１ 受取利息   16    51   20    

２ 受取配当金   5    3   10    

３ 受取技術料   8    1   3    

４ 投資有価証券売却益   6    33   17    

５ 不動産賃貸料   ―    ―   13    

６ 為替差益   ―    169   ―    

７ その他   24 61 0.3 37 296 1.5 144 210 0.6

Ⅴ 営業外費用                

１ 支払利息   134    72   167    

２ 新株発行費償却   5    12   17    

３ 社債発行費償却   10    2   20    

４ 為替差損   122    ―   56    

５ 持分法による投資損失   8    4   1    

６ その他   26 308 1.6 57 149 0.8 105 369 1.0

経常利益     433 2.3  1,187 6.0   1,395 3.6

Ⅵ 特別利益                

１ 固定資産売却益 ※２ 14    14   28    

２ 貸倒引当金戻入益   0    4   ―    

３ 過年度海外構造改革費用 
  戻入益   30 45 0.3 ― 19 0.1 31 59 0.2

Ⅶ 特別損失                

１ 固定資産処分損 ※３ 0    112   29    

２ 投資有価証券評価損   ―    ―   185    

３ 過年度役員退職給与 
  引当金繰入額   13    ―   6    

４ 海外構造改革費用   ―    ―   61    

５ 損害賠償訴訟和解金   75    ―   41    

６ 建物等臨時償却費   ―    179   ―    

７ 環境対策費用   ―    ―   56    

８ 減損損失 ※５ ―    15   ―    

９ その他   ― 89 0.5 ― 307 1.6 33 413 1.1

税金等調整前 
中間(当期)純利益     389 2.1  899 4.5   1,040 2.7

法人税、住民税 
及び事業税 ※４ 133    240   463    

法人税等調整額   △171 △37 △0.2 △89 151 0.7 △232 230 △0.6

少数株主損失     3 0.0  13 0.0   14 0.0

中間(当期)純利益     430 2.3  761 3.8   825 2.1



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,711 3,909   2,711

Ⅱ 資本剰余金増加高     

 １ 新株予約権の行使による 
   新株の発行 

349 349 1,296 1,296 1,197 1,197

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  （期末)残高 

  3,061 5,206   3,909

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,882 2,707   1,882

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １ 中間(当期)純利益 430 430 761 761 825 825

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 ― 199 ― 

２ 役員賞与 ― ― 30 229 ― ―

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  （期末)残高 

  2,312 3,239   2,707



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前 
  中間(当期)純利益 

 389 899 1,040

２ 減価償却費  427 419 853

３ 減損損失  ― 15 ―

４ 建物等臨時償却費  ― 179 ―

５ 新株発行費償却額  5 12 17

６ 社債発行費償却額  10 2 20

７ 貸倒引当金の増加額 
  （△は減少額） 

 19 △47 7

８ 賞与引当金の増加額 
  （△は減少額） 

 22 △22 143

９ 製品保証等引当金の 
  増加額（△は減少額） 

 5 △4 72

10 退職給付引当金の 
  増加額（△は減少額） 

 85 △64 65

11 受取利息及び受取配当金  △21 △54 △31

12 支払利息  134 72 167

13 投資有価証券売却益  △6 △33 △17

14 投資有価証券評価損  ― ― 185

15 持分法による投資損失  8 4 1

16 固定資産処分損  0 112 29

17 固定資産売却益  △14 △14 △28

18 売上債権の減少額 
  (△は増加額) 

 391 △361 281

19 たな卸資産の減少額  153 145 93

20 仕入債務の増加額 
  （△は減少額） 

 55 △73 71

21 前受金の増加額 
  （△は減少額） 

 218 817 △69

22 損害賠償訴訟和解金  75 ― 41

23 環境対策費用  ― ― 56

24 海外構造改革費用  ― ― 61

25 役員賞与の支払額  ― △30 ―

26 その他  △453 △431 61

小計  1,508 1,543 3,126

27 利息及び配当金の受取額  19 40 30

28 利息の支払額  △130 △47 △177

29 損害賠償金の支払額  ― △83 ―

30 法人税等の支払額  △183 △387 △89

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,213 1,065 2,889



  

    
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有価証券及び投資有価証券 
の取得による支出 

 △486 △787 △899

２ 有価証券及び投資有価証券 
の売却による収入 

 370 520 858

３ 有形固定資産の取得による 
支出 

 △121 △443 △392

４ 有形固定資産の売却による 
収入 

 20 34 44

５ 定期預金の払戻による 
  収入 

 800 ― 800

６ 子会社株式の取得による 
  支出 

 ― ― △30

７ その他  ― ― 1

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 583 △676 379

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純減少額  △4,581 △63 △4,686

２ 長期借入による収入  ― ― 1,300

３ 長期借入金の返済による 
  支出 

 △313 △200 △2,059

４ 新株予約権付社債の発行 
  による収入 

 4,982 ― 4,982

５ 社債の償還による支出  △4,000 ― △4,000

６ 新株予約権の行使による 
  新株発行費 

 ― △20 △18

７ 自己株式の取得による支出  △22 △22 △34

８ 配当金の支払額  ― △199 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △3,936 △505 △4,517

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 △26 61 54

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  減少額 

 △2,165 △54 △1,194

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 5,418 4,223 5,418

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額 

 ― 30 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

※１ 3,252 4,199 4,223

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 連結の範囲に関する事項 
 (1) 子会社は、全て連結しており
ます。 
連結子会社の数 19社 
主要な連結子会社の名称 
㈱ホソカワ粉体技術研究所 
HOSOKAWA MICRON 
 INTERNATIONAL INC. 
HOSOKAWA FINANCE 
 INTERNATIONAL B.V. 
HOSOKAWA ALPINE 
AKTIENGESELLSCHAFT 
HOSOKAWA MICRON B.V. 
（注）平成17年２月1日に、
平成16年10月１日付けに遡り
ドイツにおける４法人(HMI 
UNTERNEHMENS-HOLDING GmbH. 
HOSOKAWA ALPINE 
AKTIENGESELLSCHAFT &CO.OHG 
HOS BETEILGUNGS GmbH. 
HOSOKAWA ALPINE 
MANAGEMENT  AG) を 一旦 HMI 
UNTERNEHMENS-HOLDING GmbH.
に吸収し、さらに同社が会社
形態を、GmbH.(有限会社)か
らAG(株式会社)に変更し、 
HOSOKAWA ALPINE 
AKTIENGESELLSCHAFTに社名変
更いたしました。 

１ 連結の範囲に関する事項 
 (1) 子会社は、全て連結しており

ます。 
   連結子会社の数及び連結子会
社名 
連結子会社の数 18社 
主要な連結子会社の名称 
㈱ホソカワ粉体技術研究所 
HOSOKAWA MICRON 
 INTERNATIONAL INC. 
HOSOKAWA FINANCE 
 INTERNATIONAL B.V. 
HOSOKAWA ALPINE 
AKTIENGESELLSCHAFT 
HOSOKAWA MICRON B.V. 
（注）細川密克朗(上海)粉体
机械有限公司については重要
性が増したことにより新規に
連結子会社といたしました。 
なお、HOSOKAWA MICRON  
AUSTRALIA PTY.LTD.について
は、清算結了により連結子会
社から除外いたしました。 

１ 連結の範囲に関する事項 
 (1) 連結子会社の数及び連結子会

社名 
連結子会社の数 18社 
主要な連結子会社の名称 
㈱ホソカワ粉体技術研究所 
HOSOKAWA MICRON 
 INTERNATIONAL INC. 
HOSOKAWA FINANCE 
 INTERNATIONAL B.V. 
HOSOKAWA ALPINE 
AKTIENGESELLSCHAFT 
HOSOKAWA MICRON B.V. 
  

――― ―――  (2) 非連結子会社の数及び非連結
子会社名 

   非連結子会社の数 １社 
   細川密克朗(上海)粉体机械有

限公司 
――― ―――  (3) 非連結子会社を連結の範囲か

ら除いた理由 
   同社は本年８月に設立された
小規模会社であり総資産、売上
高、当期純損益及び利益剰余金
(持分に見合う額)等は、いずれ
も連結財務諸表に重要な影響を
及ぼさないため連結の範囲から
除いております。 

２ 持分法の適用に関する事項 
(1) 持分法を適用した関連会社数 

１社 
(国内) ホソカワミクロンワ
グナー㈱ 

２ 持分法の適用に関する事項 
(1) 持分法を適用した関連会社数 

１社 
同左 

２ 持分法の適用に関する事項 
(1) 持分法を適用した関連会社数 

１社 
同左 

(2) 持分法を適用しない関連会社 
該当ありません。 

 (2) 持分法を適用しない関連会社 
   該当ありません。 

 (2) 持分法を適用しない非連結子
会社及び関連会社 

   細川密克朗(上海)粉体机械有
限公司 

   持分法を適用しない理由 
    持分法非適用会社は、当期

純損益(持分に見合う額)及
び利益剰余金(持分に見合
う額)等に及ぼす影響が軽
微であり、かつ全体として
も重要性がないため、持分
法の適用から除外しており
ます。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社の中間決算日は、

中間連結決算日と一致しており

ます。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社18社の中間会計期

間は㈱ホソカワ粉体技術研究所

以下計17社の中間決算日は中間

連結決算日３月31日と一致して

おります。なお、細川密克朗

(上海)粉体机械有限公司の決算

日は12月31日でありますので、

中間連結決算日現在で実施した

仮決算に基づく中間財務諸表を

使用しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社の事業年度末日と

連結決算日は一致しておりま

す。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ)有価証券 

その他有価証券 

＜時価のあるもの＞ 

中間連結会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法によ

っております。（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

＜時価のないもの＞ 

移動平均法による原価法に

よっております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ)有価証券 

その他有価証券 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ)有価証券 

その他有価証券 

＜時価のあるもの＞ 

当連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法によっ

ております。(評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定) 

＜時価のないもの＞ 

移動平均法による原価法に

よっております。 

(ロ)たな卸資産 

＜原材料＞ 

主として移動平均法による

原価法によっております。 

＜製品・仕掛品＞ 

主として個別法による原価

法によっております。 

＜貯蔵品＞ 

主として最終仕入原価法に

よっております。 

ただし、海外子会社は低価

法によっております。 

(ロ)たな卸資産 

＜原材料＞ 

同左 

  

＜製品・仕掛品＞ 

同左 

  

＜貯蔵品＞ 

同左 

(ロ)たな卸資産 

＜原材料＞ 

同左 

  

＜製品・仕掛品＞ 

同左 

  

＜貯蔵品＞ 

同左 

(ハ)デリバティブ取引 

時価法を採用しておりま

す。 

(ハ)デリバティブ取引 

同左 

(ハ)デリバティブ取引 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(イ)有形固定資産 

 当社及び国内子会社 
 定率法によっております。 
 (ただし、当社の奈良工

場、つくば粉体技術開発セン

ター、東京支店は定額法によ

っております。) 
 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属

設備は除く)については定額

法によっております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(イ)有形固定資産 

 当社及び国内子会社 
同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(イ)有形固定資産 

 当社及び国内子会社 
同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

海外子会社 
見積耐用年数による定額法 
ただし、資産に計上してい
るリース物件については、リ
ース期間と見積耐用年数との
短い方を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によっ
ております。 
主な耐用年数は以下の通り
であります。 
建物及び構築物 

２年～47年 
機械装置及び運搬具 

２年～17年 

海外子会社 
同左 

海外子会社 
同左 

(ロ)無形固定資産 
定額法によっております。 
海外子会社において連結子
会社取得時に生じた営業権に
ついては、「営業権及びその
他の無形資産」にかかる会計
基準(米国財務会計基準審議
会基準書第142号)に準拠して
処理しております。 
なお、自社利用のソフトウ
エアについては、社内におけ
る利用可能期間(５年)に基づ
く定額法を採用しておりま
す。 

(ロ)無形固定資産 
同左 

(ロ)無形固定資産 
同左 

 (3)     ――― 
  

(3) 繰延資産の処理方法 
(イ)新株発行費 
繰延資産に計上し、商法施
行規則の規定に基づき、３年
間で均等償却しております。 

(3) 繰延資産の処理方法 
(イ)新株発行費 

同左 

  (ロ)社債発行費 
繰延資産に計上し、商法施
行規則の規定に基づく最長期
間で均等償却しております。 

(ロ)社債発行費 
同左 

(4) 重要な引当金の計上基準 
(イ)貸倒引当金 
当社及び国内子会社は債権
の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債
権及び破産更生債権について
は個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上し
ております。 
又、海外子会社について
は、個別に検討して得た損失
見込額を計上しております 

(4) 重要な引当金の計上基準 
(イ)貸倒引当金 

同左 

(4) 重要な引当金の計上基準 
(イ)貸倒引当金 

同左 

(ロ)賞与引当金 
当社及び国内子会社は、従
業員に対して支給する賞与の
支出に充てるため、支給見込
額に基づき計上しておりま
す。 

(ロ)賞与引当金 
同左 

(ロ)賞与引当金 
同左 

――― (ハ)役員賞与引当金 
当社は役員に対して支給す
る賞与の支出に充てるため、
支給見込額に基づき計上して
おります。 

――― 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

(ハ)製品保証等引当金 

当社の製品保証等引当金

は、製品の引渡後におけるク

レームにつき、会社負担によ

り補修すべき費用に充てるた

め中間連結会計期間末に発生

が予想されている顧客毎の見

積補修額と売上高に対するク

レーム発生額の過去の実績率

を乗じて計算した額との多い

方を計上しております。 

海外子会社については、契

約上の保証期間内の無償修理

費の支出に充てるため、見積

補修額を計上しております。 

(ニ)製品保証等引当金 

同左 

(ハ)製品保証等引当金 

当社の製品保証等引当金

は、製品の引渡後におけるク

レームにつき、会社負担によ

り補修すべき費用に充てるた

め期末に発生が予想されてい

る顧客毎の見積補修額と売上

高に対するクレーム発生額の

過去の実績率を乗じて計算し

た額との多い方を計上してお

ります。 

海外子会社については、契

約上の保証期間内の無償修理

費の支出に充てるため、見積

補修額を計上しております。 

(ニ)退職給付引当金 

当社及び国内子会社は、従

業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき当中間連結

会計期間末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

アルピネ・グループのドイ

ツの子会社は、従業員非拠出

型非外部積立年金制度を有し

ており、その一部を外部積立

金制度へ移行しております。

非外部積立年金制度部分は、

米国の会計慣行に従って年金

数理にもとづく予測年金債務

を計上しております。予測年

金債務計上初年度における累

積給付額の現在価値相当額と

の差額は計上初年度より15年

間で均等償却しております。 

なお、数理計算上の差異に

ついては、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(15年)によ

る定額法により発生の翌年度

から費用処理することとして

おります。 

(ホ)退職給付引当金 

当社及び国内子会社は、従

業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき当中間連結

会計期間末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

アルピネ・グループのドイ

ツの子会社は、従業員非拠出

型非外部積立年金制度を有し

ており、その一部を外部積立

金制度へ移行しております。

非外部積立年金制度部分は、

米国の会計慣行に従って年金

数理にもとづく予測年金債務

を計上しております。 

なお、数理計算上の差異に

ついては、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(15年)によ

る定額法により発生の翌年度

から費用処理することとして

おります。 

(ニ)退職給付引当金 

当社及び国内子会社は、従

業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき当連結会計

年度末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

アルピネ・グループのドイ

ツの子会社は、従業員非拠出

型非外部積立年金制度を有し

ており、その一部を外部積立

金制度へ移行しております。

非外部積立年金制度部分は、

米国の会計慣行に従って年金

数理にもとづく予測年金債務

を計上しております。予測年

金債務計上初年度における累

積給付額の現在価値相当額と

の差額は計上初年度より15年

間で均等償却しております。 

なお、数理計算上の差異に

ついては、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(15年)によ

る定額法により発生の翌年度

から費用処理することとして

おります。 

(ホ)役員退職給与引当金 

当社及び主要な連結子会社

の役員退職給与引当金につい

ては、内規にもとづく中間連

結会計期間末要支給額を計上

しております。 

(ヘ)役員退職給与引当金 

同左 

(ホ)役員退職給与引当金 

当社の役員退職給与引当金

については、内規にもとづく

期末要支給額を計上しており

ます。 

アメリカ合衆国に存在する

HOSOKAWA MICRON 

 INTERNATIONAL  INC.は、

役員退職給与に関する内規に

基づいて、貸借対照表日以前

の役務にかかる予測給付債務

から未認識勤務費用を控除し

た金額を役員退職給与引当金

として計上しております。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債
の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、中間
連結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。 
なお、在外子会社の資産及び
負債は中間連結決算日の直物為
替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場によ
り円貨に換算し、換算差額は資
本の部における為替換算調整勘
定並びに少数株主持分に含めて
おります。 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債
の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債
の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、連結
決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。 
なお、在外子会社の資産及び
負債は連結決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均相場により円
貨に換算し、換算差額は資本の
部における為替換算調整勘定並
びに少数株主持分に含めており
ます。 

(6) 重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引に
ついては、次の処理方法によっ
ております。 

(6) 重要なリース取引の処理方法
同左 

(6) 重要なリース取引の処理方法
同左 

当社及び国内子会社 
通常の賃貸借取引に準じた
方法 

当社及び国内子会社
同左 

当社及び国内子会社 
同左 

海外子会社 
通常の売買取引に準じた方
法 

海外子会社
同左 

海外子会社
同左 

(7) 重要なヘッジ会計の方法 
(イ)ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用して
おります。また、為替予約に
ついては、振当処理の要件を
満たす場合は振当処理を行っ
ております。また、金利スワ
ップについては、特例処理の
要件を満たす場合は特例処理
を行っております。 

(7) 重要なヘッジ会計の方法
(イ)ヘッジ会計の方法 

同左 

(7) 重要なヘッジ会計の方法 
(イ)ヘッジ会計の方法 

同左 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 
為替予約及び金利スワップ
をヘッジ手段とし、相場変動
等による損失の可能性があ
り、相場変動等が評価に反映
されていないもの及びキャッ
シュ・フローが固定されその
変動が回避されるものをヘッ
ジ対象としております。 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象
同左 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 
同左 

(ハ)ヘッジ方針 
当社の内部規程であるリス
ク管理方針に基づき、為替変
動リスク及び金利変動リスク
をヘッジしております。 

(ハ)ヘッジ方針
同左 

(ハ)ヘッジ方針 
同左 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 
為替予約については、当該
取引とヘッジ対象となる資
産・負債又は予定取引に関す
る重要な条件が同一であり、
ヘッジ開始時及びその後も継
続して相場変動又はキャッシ
ュ・フロー変動を相殺するも
のであることが事前に想定さ
れる取引については、有効性
の判定を省略しております。
金利スワップについては、特
例処理の要件を満たしている
ため、有効性の判定を省略し
ております。 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法
同左 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 
同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

(8) 長期工事収益の計上基準 

当社は工事完成基準によって

おり、海外子会社は１契約200

千ドル超は工事進行基準、それ

以下は工事完成基準によってお

ります。 

(8) 長期工事収益の計上基準 

同左 

(8) 長期工事収益の計上基準 

同左 

(9) 消費税等の会計処理 

当社及び国内連結子会社は税

抜方式によっております。 

なお、仮受消費税等は仮払消

費税等と相殺し、その差額は流

動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

(9) 消費税等の会計処理 

同左 

(9) 消費税等の会計処理 

当社及び国内連結子会社は税

抜方式によっております。 

(10) 非継続事業の会計処理 

アメリカ合衆国に所在する

HOSOKAWA MICRON 

INTERNATIONAL INC.は、平成15

年３月30日開催の取締役会にお

いて米国拠点の整理を行うた

め、米国一事業所の売却を決議

しました。当該取引に関して

は、アメリカの会計慣行に従っ

て処理しております。そのため

同部門の損益のみを前連結会計

年度の連結損益計算書上、非継

続事業損失として開示しており

ます。また、同部門の資産、負

債は連結貸借対照表上、非継続

事業資産、負債として開示して

おりましたが、平成16年11月19

日に売却が完了しました。 

また、同社は、平成15年３月

30日及び平成15年９月24日開催

の取締役会において粉体関連事

業を中心とするコアビジネスへ

集中するため、製菓装置関連事

業及びドイツ一部門、並びに英

国事業の売却を決議しました。

そのため前連結会計年度までに

おいて当該取引に関しては、ア

メリカの会計慣行に従って処理

しておりました。前連結会計年

度におきましても引続き売却交

渉を行いましたが、外部要因に

より売却を行うことができず、

前連結会計年度下半期に事業継

続の意思決定を行ったため、同

期首より継続事業であったもの

として処理することとしまし

た。これに伴い、アメリカの会

計慣行に従い繰り延べていた製

菓装置関連事業の平成15年９月

30日に終了する連結会計年度下

半期の前連結会計年度純利益相 

(10)     ――― (10)     ――― 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当額は連結損益計算書上、特別

利益として計上し、当該部門が

平成15年９月30日に終了する連

結会計年度末に保有していた現

金同等物は、連結キャッシュ・

フロー計算書上、Ⅱ 投資活動

によるキャッシュ・フローに

「非継続事業から継続事業への

変更に伴う増加額」として開示

しております。 

なお、前連結会計年度の連結

損益計算書に含まれる製菓装置

関連事業及びドイツ一部門、並

びに英国事業の売上高は5,117

百万円、税金等調整前当期純損

失は80百万円であります。 

また、製菓装置関連事業及び

ドイツ一部門、並びに英国事業

の事業継続の意思決定は前下半

期に行ったため、前連結会計年

度の中間連結会計期間において

は、非継続事業として開示して

おります。前中間連結会計期間

における製菓装置関連事業及び

ドイツの一部門、並びに英国事

業の売上高は2,403百万円、税

金等調整前中間純損失は159百

万円であります。 

セグメント情報に与える影響

は、セグメント情報に記載して

おります。 

    

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ケ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ケ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月19日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利

益が15百万円減少しております。な

お、減損損失累計額については、改

正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き減価償却累計額に合算して表示し

ております。 

――― 

  (役員賞与に関する会計基準) 

 当中間連結会計期間から「役員賞

与に関する会計基準」(企業会計基

準第４号)を適用しております。こ

れにより、従来、株主総会決議時に

未処分利益の減少として会計処理し

ていた役員賞与を、当中間連結会計

期間から発生時に費用処理しており

ます。これにより、従来の方法に比

べて、営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益が、20百万円減

少しております。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― (中間連結貸借対照表) 

 前中間連結会計期間において流動負債の「短期借入

金」に含めておりました「一年以内返済予定長期借入

金」は当中間連結会計期間において区分掲記することに

変更しました。 

 なお、前中間連結会計期間の「短期借入金」に含めて

おりました「一年以内返済予定長期借入金」は、630百

万円であります。 



追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第9号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月1日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

この結果、販売費及び一般管理費が

22百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益が、

22百万円減少しております。 

――― 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外

形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当連結会計年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」(平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号)に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が

53百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益が53

百万円減少しております。 

――― 平成18年１月に決定された新本社建

替計画に伴い、除却予定の建物につ

いて、耐用年数を除却予定時までの

期間に変更しております。これに伴

い発生した過年度分の影響額179百

万円を臨時償却費として特別損失に

計上しております。この結果、税金

等調整前中間純利益が179百万円減

少しております。 

――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年３月31日) 

前連結会計年度末 
(平成17年９月30日) 

１ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機

関等からの借入に対し、債務

保証を行っております。 

１ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機

関等からの借入に対し、債務

保証を行っております。 

１ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機

関からの借入金に対し債務保

証を行っております。 

ホソカワミクロン 
ワグナー㈱ 

25百万円
ホソカワミクロン
ワグナー㈱ 

25百万円
ホソカワミクロン 
ワグナー㈱ 

25百万円 

      

※２ 担保に供している資産 

上記に対応する借入債務 

建物及び 
構築物 

2,732百万円

土地 4,044 

計 6,776百万円

短期借入金 400百万円

長期借入金 1,000 

計 1,400百万円

※２ 担保に供している資産 

上記に対応する借入債務 

建物及び
構築物 

2,576百万円

土地 4,014 

計 6,591百万円

一年以内
返済予定 
長期借入金 

400百万円

長期借入金 600 

計 1,000百万円

※２ 担保に供している資産 

上記に対応する借入債務 

土地 4,044百万円

建物及び
構築物 

2,681 

計 6,725百万円

一年以内
返済予定 
長期借入金 

400百万円

長期借入金 800 

計 1,200百万円

      

３ 受取手形割引高 551百万円 ３ 受取手形割引高 33百万円 ３ 受取手形割引高 80百万円

      

※４ 

――― 

※４ 減価償却累計額には、減損損

失累計額を含めて表示しており

ます。 

※４ 

――― 



(中間連結損益計算書関係) 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は、以

下のとおりであります。 

主要な費目 

給料手当 2,071百万円

法定福利費 666 

賞与引当金 

繰入額 
202 

販売手数料 327 

荷造・運搬費 254 

旅費交通費 283 

広告宣伝費 169 

研究開発費 391 

賃借料 164 

減価償却費 223 
製品保証等 
引当金繰入額 

76 

貸倒引当金 
繰入額 

27 

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は、以

下のとおりであります。 

主要な費目 

給料手当 2,140百万円

法定福利費 706 

賞与引当金 

繰入額 
264 

販売手数料 441 

荷造・運搬費 287 

旅費交通費 290 

広告宣伝費 169 

研究開発費 431 

賃借料 156 

減価償却費 234 
製品保証等
引当金繰入額 

92 

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は、以

下のとおりであります。 

主要な費目 

給料手当 4,304百万円

法定福利費 1,267 

販売手数料 671 

荷造・運搬費 487 

旅費交通費 552 

広告宣伝費 274 

研究開発費 833 

賃借料 327 

減価償却費 497 

製品保証等
引当金繰入額 

291 

賞与引当金
繰入額 

308 

      

※２固定資産売却益の内訳 

機械装置及び 

運搬具 
14百万円

※２固定資産売却益の内訳 

機械装置及び 

運搬具 
14百万円

※２固定資産売却益の内訳 

機械装置及び 

運搬具 
28百万円

※３固定資産処分損の内訳 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び 

運搬具 
0 

その他 0 

計 0百万円

※３固定資産処分損の内訳 

建物及び構築物 93百万円

機械装置及び 

運搬具 
17 

その他 0 

計 112百万円

※３固定資産処分損の内訳 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び 

運搬具 
28 

その他 0 

計 29百万円

※４ 主要な海外連結子会社につい

ては、税効果会計の適用に当た

り簡便法を採用しており、「法

人税等調整額」は「法人税・住

民税及び事業税」に含めて表示

しております。 

※４      同左 ※４     ――― 

※５     ――― ※５ 減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

について減損損失を認識してお

ります。 

当社グループは資産のグルー

ピングにおいて、事業用資産に

ついては、事業の種類別毎に、

賃貸資産については物件毎にグ

ルーピングしております。 

今後使用する見込みの無い大

阪市港区の建物について簿価全

額を減損損失としました。 

場所 用途 種類 減損損失

大阪市港区 遊休 建物 15百万円

※５     ――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  
次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

※１ 現金及び現金同等物中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

「現金及び預金」 2,902百万円

「有価証券」に含
まれる現金同等物 

350 

現金及び 
現金同等物 

3,252百万円

※１ 現金及び現金同等物中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

「現金及び預金」 3,906百万円

「有価証券」に含
まれる現金同等物

293 

現金及び 
現金同等物 

4,199百万円

※１ 現金及び現金同等物期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  

「現金及び預金」 3,814百万円

有価証券に含まれ
る現金同等物 

409 

現金及び現金同等
物の期末残高 

4,223百万円

 ２      ―――  ２ 重要な非資金取引の内容 

新株予約権の行使  

新株予約権の行使
による資本金増加
額 

1,303百万円

新株予約権の行使
による資本準備金
増加額 

1,296

新株予約権の行使
による新株予約権
付社債減少額 

2,600百万円

 ２ 重要な非資金取引の内容 

新株予約権の行使  

新株予約権の行使
による資本金増加
額 

1,202百万円

新株予約権の行使
による資本準備金
増加額 

1,197 

新株予約権の行使
による新株予約権
付社債減少額 

2,400百万円



(リース取引関係) 

  

  
  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円) 

  

その他 
(工具器
具備品) 
(百万円) 

  合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 417  320  738

減価償却 
累計額 
相当額 

198  169  367

中間期末 
残高相当額 218  151  370

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

 

その他
(工具器
具備品)
(百万円)

 
合計

(百万円)

取得価額 
相当額 342 256 598

減価償却 
累計額 
相当額 

182 134 316

中間期末 
残高相当額 159 122 281

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

  

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

  

その他 
(工具器
具備品) 
(百万円) 

  合計 
(百万円)

取得価額
相当額  417  341  759

減価償却
累計額 
相当額 

 229  201  431

期末残高
相当額  187  140  328

      

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 117百万円

１年超 252 

合計 370百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 102百万円

１年超 179

合計 281百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

１年以内 108百万円

１年超 219 

合計 328百万円

      

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 64百万円

減価償却費相当額 64百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 52百万円

減価償却費相当額 52百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 126百万円

減価償却費相当額 126百万円

      

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末) (平成17年３月31日現在) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

  

(当中間連結会計期間末) (平成18年３月31日現在) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 459 584 125

その他 128 128 △0

合計 588 713 125

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

ＭＭＦ 350 

非上場株式 214 

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 759 1,103 344

その他 66 64 △2

合計 825 1,167 341

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

非上場株式 29 

ＭＭＦ 293 



(前連結会計年度末)(平成17年９月30日現在) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

  

前へ   次へ 

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 525 717 191

合計 525 717 191

区分 連結貸借対照表計上額(百万円) 

非上場株式 28 

ＭＭＦ 409 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

① 取引の内容 

  当社グループは、為替予約及び

金利スワップ取引を利用しており

ます。 

① 取引の内容 

  当社グループは、為替予約及び

金利スワップ取引を利用しており

ます。 

① 取引の内容 

  当社グループは、為替予約及び

金利スワップ取引を利用しており

ます。 

 イ ヘッジ手段とヘッジ対象 

   為替予約及び金利スワップ取

引をヘッジ手段とし、相場変動

等による損失の可能性があり、

相場変動等が評価に反映されて

いないもの及びキャッシュ・フ

ローが固定されその変動が回避

されるものをヘッジ対象として

おります。 

 イ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 イ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ロ ヘッジ方針 

   当社の内部規程であるリスク

管理方針に基づき為替変動リス

ク及び金利変動リスクをヘッジ

しております。 

 ロ ヘッジ方針 

同左 

 ロ ヘッジ方針 

同左 

 ハ ヘッジの有効性評価の方法 

   為替予約については、当該取

引とヘッジ対象となる資産・負

債又は予定取引に関する重要な

条件が同一であり、ヘッジ開始

時及びその後も継続して相場変

動又はキャッシュ・フロー変動

を相殺するものであることが事

前に想定される取引について

は、有効性の判定を省略してお

ります。金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たして

いるため、有効性の判定を省略

しております。 

 ハ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 ハ ヘッジの有効性評価の方法 

   為替予約については、当該取

引とヘッジ対象となる資産・負

債又は予定取引に関する重要な

条件が同一であり、ヘッジ開始

時及びその後も継続して相場変

動又はキャッシュ・フロー変動

を相殺するものであることが事

前に想定される取引について

は、有効性の判定を省略し、そ

れ以外の取引については、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の変動額累

計とを比較し、その変動額の比

率によって有効性の評価を行う

ものとしております。金利スワ

ップについては、特例処理の要

件を満たしているため、有効性

の判定を省略しております。 

② 取引に対する取組方針 

  当社グループは、基本的に外貨

建の取引、輸出及び輸入に関して

実際の需要を踏まえ、必要の範囲

内で、通貨関連のデリバティブ取

引による外貨を手当てする方針で

あります。また、借入金に関して

変動金利を固定金利に変換するた

め必要の範囲内で金利スワップ取

引を行う方針であります。 

② 取引に対する取組方針 

同左 

② 取引に対する取組方針 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

③ 取引の利用目的及びリスク内容 

  当社グループは通常の取引の範

囲内で、外貨建債権債務に係る将

来の為替レートの変動リスクを回

避する目的で、通貨関連のデリバ

ティブ取引を行っております。ま

た、借入金に係る将来の金利変動

リスクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っております。な

お、当社が利用しているデリバテ

ィブ取引には、投機目的のものは

ありません。 

③ 取引の利用目的及びリスク内容 

同左 

③ 取引の利用目的及びリスク内容 

同左 

④ 取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引は取締役会で

定められた社内管理規程に基づい

ております。 

④ 取引に係るリスク管理体制 

同左 

④ 取引に係るリスク管理体制 

同左 



２ 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

  

(注) １ 中間期末(期末)の時価の算定については、先物為替相場を使用しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、開示の対象から除いております。 

前へ     

区分 種類 

前中間連結会計期間 
(平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(平成17年９月30日) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円)

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等 
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

市場取引 
以外の取引 

為替予約取引                  

 売建                  

  米ドル 40 ― 37 3 ― ― ― ― 19 ― 19 0

  円 119 ― 118 1 165 ― 162 3 ― ― ― ―

                   

                   

 買建                  

  ユーロ 233 ― 231 △2 205 ― 206 1 497 ― 483 △13

  円 ― ― ― ― ― ― ― ― 6 ― 6 0

  ポンド ― ― ― ― 57 ― 57 △0 181 ― 172 △9

  米ドル ― ― ― ― 37 ― 37 △0 ― ― ― ―

                   

合計 393 ― 386 1 466 ― 463 4 705 ― 682 △23



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成16年10月１日～平成17年３月31日) 
  

(注) １ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は514百万円であり、その主なものは、親会社本社

の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

２ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

３ 事業区分及び各事業の主要な製品 

(1) 粉体関連事業………………………粉砕・分級装置、混合・乾燥装置 

(2) プラスチック薄膜関連事業………プラスチック薄膜製造装置 

(3) 環境関連事業………………………集じん装置、精密空調設備、集じん用ろ布 

(4) 製菓関連事業………………………製菓機械 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、前連結会計年度の下半期より、製菓装置関連

事業及びドイツの一部門、並びに英国事業を非継続事業より継続事業へ変更しております。前中間連結会計期間は変更後

の方法によった場合に比べて、粉体事業では売上高1,147百万円の減少、営業利益では172百万円の増加、プラスチック薄

膜関連事業では売上高18百万円の減少、営業利益では1百万円の増加、その他事業では売上高1,235百万円の減少、営業利

益では19百万円の減少となっております。 

  

当中間連結会計期間(平成17年10月１日～平成18年３月31日) 
  

(注) １ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は416百万円であり、その主なものは、親会社本社

の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

２ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

３ 事業区分及び各事業の主要な製品 

(1) 粉体関連事業………………………粉砕・分級装置、混合・乾燥装置 

(2) プラスチック薄膜関連事業………プラスチック薄膜製造装置 

(3) 環境関連事業………………………集じん装置、精密空調設備、集じん用ろ布 

(4) 製菓関連事業………………………製菓機械 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間から「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準第４号)を適用しております。これにより、従来、株主総会決議時に未処分利益の減少と

して会計処理していた役員賞与を、当中間連結会計期間から発生時に費用処理しております。これにより、当中間連結会

計期間の営業費用は、消去又は全社が20百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  
粉体
関連事業 
(百万円) 

プラスチック
薄膜関連事業
(百万円) 

環境
関連事業 
(百万円) 

製菓
関連事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

12,708 3,270 1,603 1,412 18,995 ― 18,995

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

0 ― 302 ― 303 (303) ―

計 12,709 3,270 1,906 1,412 19,298 (303) 18,995

  営業費用 11,994 3,112 1,698 1,346 18,152 163 18,315

   営業利益 714 158 207 65 1,146 (466) 679

  
粉体
関連事業 
(百万円) 

プラスチック
薄膜関連事業
(百万円) 

環境
関連事業 
(百万円) 

製菓
関連事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

13,141 3,225 1,478 1,854 19,700 ― 19,700

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

6 ― 272 ― 279 (279) ―

計 13,148 3,225 1,751 1,854 19,979 (279) 19,700

  営業費用 12,296 3,056 1,513 1,697 18,563 95 18,659

   営業利益 851 169 237 157 1,415 (375) 1,040



前連結会計年度(平成16年10月１日～平成17年９月30日) 

  

(注) １ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は951百万円であり、その主なものは、親会社本社

の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

２ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

３ 事業区分及び各事業の主要な製品 

 (1) 粉体関連事業……………………粉砕・分級装置、混合・乾燥装置 

 (2) プラスチック薄膜関連事業……プラスチック薄膜製造装置 

 (3) 環境関連事業……………………集じん装置、精密空調設備、集じん用ろ布 

 (4) 製菓関連事業……………………製菓機械 

  

  
粉体
関連事業 
(百万円) 

プラスチック
薄膜関連事業
(百万円) 

環境
関連事業 
(百万円) 

製菓
関連事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

26,406 5,919 2,849 2,976 38,151 ― 38,151

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

26 ― 715 ― 742 (742) ―

計 26,433 5,919 3,565 2,976 38,893 (742) 38,151

  営業費用 24,729 5,760 3,203 2,784 36,477 119 36,597

   営業利益 1,703 158 361 191 2,416 (862) 1,554



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成16年10月１日～平成17年３月31日) 
  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アメリカ……………アメリカ合衆国 

(2) 欧州…………………ドイツ、オランダ 

(3) アジア・その他………韓国、マレーシア 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、514百万円であり、その主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、前連結会計年度の下半期より、製菓装置関連

事業及びドイツの一部門、並びに英国事業を非継続事業より継続事業へ変更しております。前中間連結会計期間は変更後

の方法によった場合に比べて、アメリカでは売上高63百万円の減少、営業利益では20百万円の減少、欧州では売上高

2,338百万円の減少、営業利益では175百万円の増加となっております。 

  

当中間連結会計期間(平成17年10月１日～平成18年３月31日) 
  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アメリカ……………アメリカ合衆国 

(2) 欧州…………………ドイツ、オランダ 

(3) アジア・その他……中国、韓国、マレーシア 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、416百万円であり、その主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間から「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準第４号)を適用しております。これにより、従来、株主総会決議時に未処分利益の減少と

して会計処理していた役員賞与を、当中間連結会計期間から発生時に費用処理しております。これにより、当中間連結会

計期間の営業費用は、消去又は全社が20百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  
日本
(百万円) 

アメリカ 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

アジア・
その他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

  売上高       

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

7,585 2,721 8,595 92 18,995 ― 18,995

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

29 34 1,550 25 1,640 (1,640) ―

計 7,614 2,756 10,146 118 20,636 (1,640) 18,995

  営業費用 6,583 2,760 9,999 112 19,455 (1,139) 18,315

  営業利益又は 
  営業損失(△) 

1,031 △3 146 6 1,180 (501) 679

  
日本
(百万円) 

アメリカ 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

アジア・
その他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

  売上高       

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

6,828 2,870 9,917 82 19,700 ― 19,700

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

46 32 1,632 30 1,741 (1,741) ―

計 6,874 2,903 11,550 113 21,442 (1,741) 19,700

  営業費用 5,936 2,960 11,010 119 20,027 (1,367) 18,659

  営業利益又は 
  営業損失(△) 

938 △56 539 △6 1,414 (374) 1,040



前連結会計年度(平成16年10月１日～平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 (1) アメリカ………アメリカ合衆国 

 (2) 欧州……………ドイツ、オランダ 

 (3) アジア・その他…韓国、マレーシア 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、951百万円であり、その主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

  
日本
(百万円) 

アメリカ 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

アジア・
その他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

 売上高       

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 

15,199 5,308 17,527 115 38,151 ― 38,151

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

84 57 3,005 59 3,207 (3,207) ―

計 15,283 5,366 20,532 175 41,359 (3,207) 38,151

 営業費用 13,240 5,583 19,884 176 38,884 (2,286) 36,597

  営業利益又は 
  営業損失(△) 

2,043 △216 648 △0 2,474 (920) 1,554



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(平成16年10月１日～平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アメリカ……………アメリカ合衆国 

(2) 欧州…………………ドイツ、オランダ 

(3) アジア・その他………中国、韓国、マレーシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、前連結会計年度より、製菓装置関連事業及び

ドイツの一部門、並びに英国事業を非継続事業より継続事業へ変更しております。前中間連結会計期間は変更後の方法に

よった場合に比べて2,401百万円の減少となり、それぞれ、アメリカでは566百万円、欧州では1,518百万円、アジア・そ

の他では316百万円の減少となっております。 

  

当中間連結会計期間(平成17年10月１日～平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アメリカ……………アメリカ合衆国 

(2) 欧州…………………ドイツ、オランダ 

(3) アジア・その他……中国、韓国、マレーシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(平成16年10月１日～平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アメリカ………アメリカ合衆国 

(2) 欧州……………ドイツ、オランダ 

(3) アジア・その他…中国、韓国、マレーシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  アメリカ 欧州
アジア・
その他 

計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,765 6,072 2,720 12,558

Ⅱ 連結売上高(百万円)   18,995

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

19.8 32.0 14.3 66.1

  アメリカ 欧州
アジア・
その他 

計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,307 6,833 2,576 13,717

Ⅱ 連結売上高(百万円)   19,700

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

21.8 34.7 13.1 69.6

  アメリカ 欧州
アジア・
その他 

計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 7,359 12,856 4,690 24,906

Ⅱ 連結売上高(百万円)   38,151

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

19.3 33.7 12.3 65.3



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１株当たり純資産額 410円04銭 １株当たり純資産額 481円22銭 １株当たり純資産額 433円66銭

１株当たり 
中間純利益金額 

11円55銭
１株当たり 
中間純利益金額 

18円15銭
１株当たり
当期純利益金額 

20円98銭

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間純利益金額 

11円31銭
潜在株式調整後
１株当たり 
中間純利益金額 

17円70銭
潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益金額 

19円81銭

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

１株当たり中間(当期)純利益金額   

 中間連結損益計算書上の中間(当期)純利益 
 (百万円) 430 761 825 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 30 

 (うち利益処分による役員賞与金) ― ― (30) 

 普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) 430 761 795 

 普通株式の期中平均株式数(千株) 37,218 41,957 37,906 

    

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額   

 中間(当期)純利益調整額(百万円) ― ― ― 

 普通株式増加数(千株） 791 1,046 2,230 

 (うち無担保転換社債型新株予約権付社債) (791) (1,046) (2,230) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1
株当たり中間(当期)純利益の算定に含まれなか
った潜在株式の概要 

― ― ― 



(重要な後発事象) 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

平成17年２月28日発行の第３回無担

保転換社債型新株予約権付社債(特

定国内転換社債型新株予約権付社債

間限定同順位特約付）50億円は平成

17年５月12日に３億円の新株予約権

の行使により発行済株式数が

293,255株、資本金150百万円、資本

準備金149百万円増加しておりま

す。 

―――  平成17年10月6日、第三回無担保

転換社債型新株予約権付社債のうち

300百万円の権利行使が発生し、発

行済株式は368,505株増加いたして

おります。 

 平成17年11月25日、第三回無担保

転換社債型新株予約権付社債のうち

800百万円の権利行使が発生し、発

行済株式は982,680株増加いたして

おります。 

 平成17年12月13日、第三回無担保

転換社債型新株予約権付社債のうち

1,500百万円の権利行使が発生し、

発行済株式は1,842,525株増加いた

しております。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  
前中間会計期間末 

(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年３月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 
注記
番号 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金額
(百万円) 

構成比
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金 1,342 1,025 1,768   

２ 受取手形 980 1,283 1,192   

３ 売掛金 4,178 4,005 4,033   

４ たな卸資産 1,027 1,003 1,089   

５ 繰延税金資産 542 640 542   

６ 短期貸付金 5,624 5,852 5,823   

７ その他 353 383 426   

貸倒引当金 △15 △22 △22   

流動資産合計   14,033 50.6 14,169 51.1   14,854 52.6

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産 ※１       

(1) 建物 ※２ 3,184 2,823 3,091   

(2) 土地 ※２ 4,044 4,014 4,044   

(3) その他 708 618 650   

有形固定資産合計 7,937 7,456 7,786   

２ 無形固定資産 20 17 17   

３ 投資その他の資産       

(1) 投資有価証券 859 1,189 740   

(2) 関係会社株式 4,585 4,615 4,615   

(3) その他 322 258 307   

貸倒引当金 △66 △42 △85   

投資その他の資産合計 5,701 6,021 5,578   

固定資産合計   13,659 49.3 13,495 48.7   13,382 47.3

Ⅲ 繰延資産   39 0.1 41 0.2   35 0.1

資産合計   27,732 100.0 27,706 100.0   28,272 100.0

        



  

  
前中間会計期間末 

(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年３月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 
注記
番号 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金額
(百万円) 

構成比
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形 1,140 916 1,109   

２ 買掛金 1,643 1,397 1,742   

３ 短期借入金 ※２ 1,100 350 700   

４ １年以内返済予定 
  長期借入金 

※２ ― 400 400   

５ 未払法人税等 34 40 68   

６ 賞与引当金 282 344 387   

７ 役員賞与引当金 ― 20 ―   

８ 製品保証等引当金 52 63 66   

９ その他 752 747 759   

流動負債合計   5,004 18.0 4,278 15.4   5,234 18.5

Ⅱ 固定負債       

１ 新株予約権付社債 4,300 ― 2,600   

２ 長期借入金 ※２ 1,000 600 800   

３ 繰延税金負債 50 110 76   

４ 退職給付引当金 1,647 1,676 1,655   

５ 役員退職給与引当金 53 69 58   

６ 預り保証金 6 6 6   

固定負債合計   7,057 25.5 2,462 8.9   5,197 18.4

負債合計   12,062 43.5 6,741 24.3   10,432 36.9

(資本の部)       

Ⅰ 資本金   12,340 44.5 14,495 52.3   13,192 46.7

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金 3,061 5,206 3,909   

資本剰余金合計   3,061 11.0 5,206 18.8   3,909 13.8

Ⅲ 利益剰余金       

１ 中間(当期)未処分利益 230 1,103 672   

利益剰余金合計   230 0.8 1,103 4.0   672 2.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金   72 0.3 227 0.9   112 0.4

Ⅴ 自己株式   △35 △0.1 △69 △0.3   △47 △0.2

資本合計   15,670 56.5 20,964 75.7   17,839 63.1

負債及び資本合計   27,732 100.0 27,706 100.0   28,272 100.0

        



② 【中間損益計算書】 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

区分 
注記
番号 

金額 
(百万円) 

百分比
(％) 

金額
(百万円) 

百分比
(％) 

金額 
(百万円) 

百分比
 (％) 

Ⅰ 売上高   7,066 100.0 6,508 100.0   14,189 100.0

Ⅱ 売上原価   4,554 64.4 3,963 60.9   9,060 63.9

売上総利益   2,512 35.6 2,545 39.1   5,128 36.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費   2,053 29.1 1,972 30.3   4,069 28.6

営業利益   459 6.5 572 8.8   1,058 7.5

Ⅳ 営業外収益 ※１   175 379   355 

Ⅴ 営業外費用 ※２   227 72   250 

経常利益   407 5.8 880 13.5   1,162 8.2

Ⅵ 特別利益 ※３   0 4   ― 

Ⅶ 特別損失 ※4.6   0 315   296 

税引前中間(当期)純利 
益 

  407 5.8 570 8.7   866 6.1

法人税、住民税 
及び事業税 

16 7 33   

法人税等調整額 △175 △158 △2.2 △98 △90 △1.4 △175 △141 △1.0

中間(当期)純利益   566 8.0 660 10.1   1,008 7.1

前期繰越利益(△損失)   △335 443   △335 

中間(当期)未処分利益   230 1,103   672 

        



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

事項 
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 
    

(1) 有価証券 子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法によっ

ております。 

子会社株式及び関連会社株式

同左 
子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 
＜時価のあるもの＞ 
中間会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法によっており

ます。(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

その他有価証券

＜時価のあるもの＞ 
同左 

その他有価証券 
＜時価のあるもの＞ 
決算期末日の市場価格等に基

づく時価法によっております。

(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 
  ＜時価のないもの＞ 

移動平均法による原価法によ

っております。 

＜時価のないもの＞

同左 
＜時価のないもの＞ 

同左 

(2) たな卸資産 原材料    移動平均法による

原価法 
製品、仕掛品 個別法による原価

法 
貯蔵品    最終仕入原価法 

同左 同左 

(3) デリバティブ 時価法によっております。 同左 同左 
      

２ 固定資産の減価償却の方

法 
    

有形固定資産 枚方事業所(本社含)、枚方工場

は定率法によっております。 
奈良工場、つくば粉体技術開発

センター、東京支店は定額法によ

っております 

同左 同左 

  ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を除

く)については定額法によってお

ります。 

   

  主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 
建物 ２年～47年

機械装置 ２年～17年

  

  

  

無形固定資産及び長期前

払費用 
定額法によっております。 
なお、自社利用のソフトウエア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。 

同左 同左 

       
３ 繰延資産の処理方法      

新株発行費 ――― 繰延資産に計上し、商法施行規

則の規定に基づき、３年間で均等

償却しております。 

同左 

社債発行費 ――― 繰延資産に計上し、商法施行規

則の規定に基づく最長期間で均等

償却しております。 

同左 

       
４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備え

るため一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権及

び破産更生債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左 
(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。

(2) 賞与引当金

同左 
(2) 賞与引当金 

同左 

  ――― (3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。 

――― 



  

事項 
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

  (3) 製品保証等引当金 

製品の引渡後におけるクレー

ムにつき、当社の負担により補

修すべき費用に充てるため期末

に発生が予想されている顧客毎

の見積補修額と売上高に対する

クレーム発生額の過去の実績率

を乗じて計算した額との多い方

を計上しております。 

(4) 製品保証等引当金 

同左 

(3) 製品保証等引当金 

同左 

  (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

数理計算上の差異については

発生の翌事業年度から15年によ

る按分額を費用処理することと

しております。 

(5) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

数理計算上の差異については

発生の翌事業年度から15年によ

る按分額を費用処理することと

しております。 

  (5) 役員退職給与引当金 

役員の退職時に支給する退職

金に充てるため、内規にもとづ

く当中間会計期間末要支給額を

計上しております。 

(6) 役員退職給与引当金 

同左 

(5) 役員退職給与引当金 

役員の退職時に支給する退職

金に充てるため、内規にもとづ

く期末要支給額を計上しており

ます。 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

  

同左 外貨建金銭債権債務は決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

  

同左 同左 

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。為替予約については、

振当処理の要件を満たす場合は

振当処理を行っております。ま

た、金利スワップについては、

特例処理の要件を満たす場合は

特例処理を行っております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

為替予約及び金利スワップを

ヘッジ手段とし、相場変動等に

よる損失の可能性があり、相場

変動等が評価に反映されていな

いもの及びキャッシュ・フロー

が固定されその変動が回避され

るものをヘッジ対象としており

ます。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

当社の内部規程であるリスク

管理方針に基づき、為替変動リ

スク及び金利変動リスクをヘッ

ジしております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 



  

  

事項 
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約については、当該取

引とヘッジ対象となる資産・負

債又は予定取引に関する重要な

条件が同一であり、ヘッジ開始

時及びその後も継続して相場変

動又はキャッシュ・フロー変動

を相殺するものであることが事

前に想定される取引について

は、有効性の判定を省略してお

ります。金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たして

いるため、有効性の判定を省略

しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

        

８ その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基本

となる重要な事項 

      

  消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 

 なお、仮受消費税等は仮払消費

税等と相殺し、その差額は流動負

債の「その他」に含めて表示して

おります。 

同左  税抜方式によっております。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。これにより税引前

中間純利益が35百万円減少しており

ます。なお、減損損失累計額につい

ては、各資産の金額から直接控除し

ております。 

――― 

  (役員賞与に関する会計基準) 

当中間会計期間から「役員賞与に関

する会計基準」(企業会計基準第４

号)を適用しております。これによ

り、従来、株主総会決議時に未処分

利益の減少として会計処理していた

役員賞与を、当中間会計期間から発

生時に費用処理しております。これ

により、従来の方法に比べて、営業

利益、経常利益及び税引前中間純利

益が、20百万円減少しております。 

  

前中間会計期間
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― (中間貸借対照表) 

前中間会計期間末において流動負債の「短期借入金」に

含めておりました「一年以内返済予定長期借入金」は当

中間会計期間末において区分掲記することに変更しまし

た。 

なお、前中間会計期間末の「短期借入金」に含めており

ました「一年以内返済予定長期借入金」は、400百万円

であります。 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第9号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月1日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が

22百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益が、22百万

円減少しております。 

――― 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日企業会

計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が

49百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益が49百万円

減少しております。 

――― 平成18年１月に決定された新本社建

替計画に伴い、除却予定の建物につ

いて、耐用年数を除却予定時までの

期間に変更しております。これに伴

い発生した過年度分の影響額179百

万円を臨時償却費として特別損失に

計上しております。この結果、税引

前中間純利益が179百万円減少して

おります。 

――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年３月31日) 

前事業年度末 
(平成17年９月30日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

5,022百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

5,368百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

5,079百万円 

※２ 担保資産 

  (1) 担保提供資産 

     

  

 土地 4,044 

 建物 2,732 

 計 6,776百万円

※２ 担保資産 

  (1) 担保提供資産 

     

  

 土地 4,014 

 建物 2,576 

 計 6,591百万円

※２ 担保資産 

  (1) 担保提供資産 

     

 土地 4,044百万円

 建物 2,681 

 計 6,725百万円

  (2) 担保提供資産に対応する債

務 

 １年以内 
 返済予定 
 長期借入金 

400 

 長期借入金 1,000 

 計 1,400百万円

  (2) 担保提供資産に対応する債

務 

 １年以内
 返済予定 
 長期借入金 

400百万円

 長期借入金 600 

 計 1,000百万円

  (2) 担保提供資産に対応する債

務 

一年以内
 返済予定 
 長期借入金 

400百万円

 長期借入金 800 

 計 1,200百万円

 ３ 保証債務 

 関係会社の銀行借入れに対し次の

とおり債務保証を行っております。 

HOSOKAWA ALPINE 
AKTIENGESELLSCHAFT 

(EUR1,865千)
259百万円

ホソカワミクロン 
ワグナー㈱ 

25百万円

計 284百万円

 ３ 保証債務 

 関係会社の銀行借入れに対し次の

とおり債務保証を行っております。 

ホソカワミクロン
ワグナー㈱ 

25百万円

 ３ 保証債務 

 関係会社の銀行借入れに対し次の

とおり債務保証を行っております。 

ホソカワミクロン
ワグナー㈱ 

25百万円

 この他に下記関係会社等の支払債

務に対し保証予約を行っておりま

す。 

HOSOKAWA  MICRON 
INTERNATIONAL INC. 

(US$767千)
82百万円

HOSOKAWA MICRON 
(KOREA) LTD 

―

計 82百万円

 この他に下記関係会社等の支払債

務に対し保証予約を行っておりま

す。 

  

HOSOKAWA  MICRON 
INTERNATIONAL INC.

(US$981千)
115百万円

 この他に下記関係会社等の支払債

務に対し保証予約を行っておりま

す。 

  

HOSOKAWA  MICRON 
INTERNATIONAL INC. 

(US$1,069千)
121百万円

 ４ 受取手形割引高 

 受取手形 363百万円

 輸出手形 183 

 営業外受取手形 4 

 計 551百万円

 ４ 受取手形割引高 

 輸出手形 33百万円

 ４ 受取手形割引高 

 輸出手形 80百万円



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 107百万円

受取配当金 5 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 108百万円

受取配当金 3 

為替差益 193 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息及び 
割引料 

219百万円

受取配当金 10 

      

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 107百万円

手形売却損 3 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 16百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 117百万円

      

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻
入益 

0百万円

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻
入益 

4百万円

※３     ――― 

 

      

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産 
処分損 

0百万円

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産
処分損 

101百万円

減損損失 35 

建物等臨時
償却費 

179 

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産
処分額 

28百万円

投資有価証券 
評価損 

185 

環境対策費用 56 

ゴルフ会員権 
評価損 

23 

      

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 135百万円

無形固定資産 3 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 127百万円

無形固定資産 0 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 271百万円

無形固定資産 6 

      

※６ 減損損失 

――― 

※６ 減損損失 

当中間会計期間において、以

下の資産について減損損失を認

識しております。 

当社は資産のグルーピングに

おいて、事業用資産について

は、事業の種類別毎に、賃貸資

産については物件毎にグルーピ

ングしております。 

今後使用する見込みの無い大

阪市港区の建物等について回収

可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失としました。 

なお、回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、時

価は路線価を基礎としたものを

使用しております。 

場所 用途 種類 減損損失

大阪市港区 遊休 土地 30百万円

大阪市港区 遊休 建物 4百万円

※６ 減損損失 

――― 



(リース取引関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

    
機械及び 
装置 
(百万円) 

  
工具器具 
及び備品 
(百万円) 

  
合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 

  139 224 363

減価償却 
累計額 
相当額 

  63 127 190

中間 
期末残高 
相当額 

  76 97 173

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

    
機械及び

装置 
(百万円)

 

工具器具

及び備品

(百万円)

 
合計

(百万円)

取得価額 
相当額 

  125 162 288

減価償却 
累計額 
相当額 

  71 81 152

中間 
期末残高 
相当額 

  54 80 135

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

機械及び

装置 
(百万円)

  
工具器具 
及び備品 
(百万円) 

  
合計 
(百万円)

取得価額

相当額 
 139 245 384

減価償却

累計額 
相当額 

 74 150 224

期末残高

相当額 
 64 95 160

なお、取得価額相当額は未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

なお、取得価額相当額は未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

なお、取得価額相当額は未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しており

ます。 

      

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 62百万円

１年超 110 

合計 173百万円

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 48百万円

１年超 86

合計 135百万円

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 55百万円

１年超 104 

合計 160百万円

なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

      

③ 当中間期の支払リース料及び

減価償却費相当額 

支払リース料 33百万円

減価償却費 
相当額 

33百万円

③ 当中間期の支払リース料及び

減価償却費相当額 

支払リース料 25百万円

減価償却費
相当額 

25百万円

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 68百万円

減価償却費
相当額 

68百万円

      

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。 

  

当中間会計期間末(平成18年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。 

  

前事業年度末(平成17年９月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１株当たり純資産額 414.35円 １株当たり純資産額 487.64円 １株当たり純資産額 447.27円

１株当たり 
中間純利益金額 

15.21円
１株当たり 
中間純利益金額 

15.73円
１株当たり
当期純利益金額 

25.81円

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間純利益金額 

14.90円
潜在株式調整後
１株当たり 
中間純利益金額 

15.35円
潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益金額 

24.37円

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

１株当たり中間(当期)純利益金額   

 中間損益計算書上の中間(当期)純利益 
 (百万円) 566 660 1,008 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 30 

 (うち利益処分による役員賞与金) ― ― (30) 

 普通株式に係る中間(当期)純利益 
 (百万円) 566 660 978 

 普通株式の期中平均株式数(千株) 37,218 41,957 37,906 

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額   

 中間(当期)純利益調整額(百万円) ― ― ― 

 普通株式増加数(千株） 791 1,046 2,230 

 (うち無担保転換社債型新株予約権付社債) (791) (1,046) (2,230) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1
株当たり中間(当期)純利益の算定に含まれなか
った潜在株式の概要 

―
  

― ― 



(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

平成17年2月28日発行の第３回無担

保転換社債型新株予約権付社債(特

定国内転換社債型新株予約権付社債

間限定同順位特約付）50億円は平成

17年５月12日に３億円の新株予約権

の行使により発行済株式数が

293,255株、資本金150百万円、資本

準備金149百万円増加しておりま

す。 

―――  平成17年10月6日、第三回無担保

転換社債型新株予約権付社債のうち

300百万円の権利行使が発生し、発

行済株式は368,505株増加いたして

おります。 

 平成17年11月25日、第三回無担保

転換社債型新株予約権付社債のうち

800百万円の権利行使が発生し、発

行済株式は982,680株増加いたして

おります。 

 平成17年12月13日、第三回無担保

転換社債型新株予約権付社債のうち

1,500百万円の権利行使が発生し、

発行済株式は1,842,525株増加いた

しております。 



(2) 【その他】 

平成18年５月24日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ)中間配当による配当金の総額………………107百万円 

(ロ)１株当たりの金額……………………………２円50銭 

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日……平成18年６月26日 

(注) 平成18年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第61期) 

自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日

  
平成17年12月22日 
関東財務局長に提出。 

            

(2) 
  

有価証券報告書 
の訂正報告書 

事業年度 
(第61期) 

自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日

  
平成18年１月11日 
関東財務局長に提出。 

            

(3) 
  
  
  

臨時報告書 
  
  
  

企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第９号(代表取締役の異
動)の規定に基づく臨時報告書の提
出。 

  

平成18年１月11日 
関東財務局長に提出。 
  
  

          

(4) 
  

有価証券報告書 
の訂正報告書 

事業年度 
(第61期) 

自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日

 
平成18年６月15日 
関東財務局長に提出。 

           

(5) 
  

半期報告書 
の訂正報告書 

(第61期中) 
  

自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日

 
平成18年６月15日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年６月24日

ホソカワミクロン株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

我々監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホソ

カワミクロン株式会社の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年10月

１日から平成17年３月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、我々監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

我々監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、我々監査法人に

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。我々監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対す

る意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

我々監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、ホソカワミクロン株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間(平成16年10月１日から平成17年3月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と我々監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  伊  藤  裕  幸  ㊞

     
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  津  田  多  聞  ㊞

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  湯  浅  光  章  ㊞

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年６月26日

ホソカワミクロン株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

我々監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホソ

カワミクロン株式会社の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年10月

１日から平成18年３月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、我々監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

我々監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、我々監査法人に

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。我々監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対す

る意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

我々監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、ホソカワミクロン株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間(平成17年10月１日から平成18年3月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準

及び役員賞与に関する会計基準を適用した。 

会社と我々監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  伊  藤  裕  幸  ㊞

     
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  津  田  多  聞  ㊞

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  目 加 田  雅  洋  ㊞

     
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  松  井  理  晃  ㊞

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年６月24日

ホソカワミクロン株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

我々監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホソ

カワミクロン株式会社の平成16年10月1日から平成17年9月30日までの第61期事業年度の中間会計期間（平成16年10月1日

から平成17年3月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、我々監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

我々監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、我々監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じ

て追加の監査手続を適用して行われている。我々監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

我々監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ホソカワミクロン株式会社の平成17年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16

年10月1日から平成17年3月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と我々監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  伊  藤  裕  幸  ㊞

     
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  津  田  多  聞  ㊞

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  湯  浅  光  章  ㊞

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年６月26日

ホソカワミクロン株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

我々監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホソ

カワミクロン株式会社の平成17年10月1日から平成18年9月30日までの第62期事業年度の中間会計期間（平成17年10月1日

から平成18年3月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、我々監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

我々監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、我々監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じ

て追加の監査手続を適用して行われている。我々監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

我々監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ホソカワミクロン株式会社の平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17

年10月1日から平成18年3月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準

及び役員賞与に関する会計基準を適用した。 

会社と我々監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  伊  藤  裕  幸  ㊞

     
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  津  田  多  聞  ㊞

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  目 加 田  雅  洋  ㊞

     
指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  松  井  理  晃  ㊞

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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